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１、沖縄県立具志川高等学校生徒会会則

第１章 名 称

第 １ 条 本会は沖縄県立具志川高等学校生徒会（以下本会という）と称する。

第 2章 目 的

第 ２ 条 本会は本校教育方針に基づき会員相互の自主自立と協同友愛の精神のもとに学校内外の

自治活動を盛んにし、良き校風の樹立と民主的にして明朗な学園の建設に努めるととも

に将来良き社会人となることを目的とする。

第 3章 方 針

第 ３ 条 本会は第 2条の目的を達成するために次の努力をする。
（1） 自主的で責任ある態度を養う。

（2） 会員相互の理解と福祉・厚生に関すること。

（3） 学校内外の風紀の維持及び向上に努める。

（4） 学校行事への積極的な協力

（5） その他目的達成に必要なこと。

第 4章 会 員

第 ４ 条 本会は具志川高等学校全生徒を会員とし、本校職員を顧問とする。

第 5章 会員の権利及び義務

第 ５ 条 会員は本会が定める事項を行う権利とそれに従う義務を持つ。

第 ６ 条 会員の選挙権と被選挙権を次のように定める。

（1） 役員選挙権 （全学年）

（2） 被選挙権 （1、2年生のみ）

第 6章 役員及び任期

第 ７ 条 本会に次の役貝を置く。

生徒会長 1名
生徒副会長 2名（男女各 1名）
書 記 2名（男女各 1名）

第 ８ 条 役員は会員の中から選挙によって選び、その任期は１年とし６月１日より翌年５年３１

日までとする。補欠のため指名された役月は前任者の残任期間とする。また７条以外に

必要と認めた役員の場合は会長が推薦し、校長が任命する。

第 ９ 条 役員は次のことを任務とする。

(1) 会長

(ｲ) 会長は本会を代表し、会の仕事をまとめ、本会の運営の委任を負う。また、生徒総会、

中央委員等を召集し、協議の結果議決されたことを実行する。

(ﾛ) 会長は生徒会を統轄し、必要に応じて諸委員会を召集することができる。

(ﾊ) 会長は正当なる理由があるとき中央委員会、諸委員会を解散することができる。

(ﾆ) 会長は委員の解任について H・R に勧告を行い、H・R で信任投票を行わせることがで
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きる。

(ﾎ) 役員に欠員が生じたときは会長が指名することができる。

(ﾍ) 会長は選挙管理委員会などの特別委員会の委員を指名することができる。

(ﾄ) 中央委員合及び総会に議案を提出する。

(2) 副会長

(ﾛ) 会長を助け、会の仕事をする会長に事故が生じたときの代理をつとめる。

(ﾛ) 本会の活動を記録、保管する。

(3) 書 記

(ｲ) 書記は生徒総会、中央委員会、執行委員会等の記録をとり、これを保管する。

(ﾛ) 書記は本会運営に必要な書類を保管し、その活動計画の原案を作る。

(4) 会 計

(ｲ) 会計は合計記録をまとめ保管する。

(ﾛ) 予算原案をたてる。

(ﾊ) 合計報告の義務を持つ。

第 7章 機 関

第１０条 本会に次の機関を置く。

（1）生徒総会 （2）中央委員会 （3）学年会 （4）執行委員会
（5）ホームルーム （6）応援団 （7）各経営委員会 （8）会計監査委員会
（9）選挙管理委員会 （10）広報部
第 1節 生徒総会

第１１条 生徒総会は本会の最高決議機関であり、毎年 1回開くことを原則として、その召集は生
徒会長が行う。但し、次の場合は校長の承認を得て、臨時に開催することができる。

（1） 中央委員会の要求があるとき。

（2） 学校当局の要求があるとき。

（3） 会員の 3分の 1以上の要求があるとき。
（4） 生徒合執行委員会が必要と認めたとき。

第１２条 第 11条の(３）については文書をもって行い、責任者、年月日、目的、理由を明記し、
会長に提出しなければならない。

第１３条 総会は全会員の 3分の 2以上の出席をもって成立する。議決は出席会員の過半数の賛成
を必要とする。

第１４条 採決にあたって可否同数のときは生徒会の決するところによる。

第１５条 総会の正副議長は中央委員会の中央正副委員長がこれを努める。

第１６条 生徒総会は次の事項の審議、決定及び経過報告をする。

（1） 中央委員会で必要と認められた事項

（2） 生徒会会則の改正

（3） 予算決算に関する事項

（4） 学校当局の提案事項

（5） 会員の 3分の 1以上要求事項
（6） 執行委員会の提案事項

（7） その他

第１７条 総会における協議事項は 3目前までに全生徒に告示しなければならない。
第２節 中央委員会
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第１８条 中央委員会は総合に次ぐ議決機関で次の事項について審議決定する。

（1） 生徒総会で討議するべき議案の作成

（2） 生徒会行事

（3） 予算及び各経営委員会より提出された事項

第１９条 中央委員会は各 H・R から選ばれた中央委員及び執行委員をもって構成する。但し、
執行委員は、発議権は有するが決議権は有しない。

第２０条 中央委員の任期は 1年とする。
第２１条 中央委員に委員長１名、副委員長２名、記録２名をおく、正副委員長は執行委員を除く。

第２２条 中央委員会は毎月 1回開くことを原則とする。但し、会長又は中央委員会の 3分の 1以
上、及び学校当局の要求がある場合これを臨時召集しなければならない。

第２３条 中央委員長は委員会の議事の運営を行う。副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故が

生じたときはその任務を代行する。

第２４条 記録係は議事を記録し、議事録を保管する。

第２５条 中央委員会の定数及び議事は総会に準ずる。

第２６条 中央委員会の決議事項に異議のある場合、全生徒の５分の１以上の連署をもって生徒会

長に異議提義することができる。異議提議をうけた場合、生徒会長は直ちに中央委員会

にかけなければならない。

第２７条 中央委員会で再審議を行う場合は、出席委員の３分の２以上の賛成を必要とする。但し、

再審議は 1度限りとする。
第２８条 中央委員会は必要に応じて一般会員の意見を聴取することができる。但し、一般会員は

表決に加わらない。

第 3節 執行委員会

第２９条 執行委員会は生徒会役員及び各経営委員長をもって構成する。

第３０条 執行委員会は必要な場合に生徒会長が召集し、開くことができる。

第３１条 執行委員会は次のことを行う。

（1） 中央委員会への提出議題の作成

（2） 中央委員会、及び総合の議決事項を実行促進する。

（3） 各経営委員会の年間計画及び月間計画の実行促進

第 4節 ホームルーム

第３２条 ホームルームは本会を構成する基礎単位であり、ホームルームの全生徒をもって組織し、

ホームルームを通じて生徒相互の親睦と友愛の増進及び社会性の涵養をはかることを目

的とする。

第３３条 ホームルームに次の役員をおく。

①ホームルーム長（1 名） ②副ホームルーム長（1 名） ③書記（男女各 1 名）
④会計（男女各 1名） ⑤図書委員（1名、1ヶ年）

第３４条 前条の役員以外に必要と認められる場合はホームルーム長が推薦し校長が任命する。

第３５条 ホームルーム役員の任期は 1学期とする。
第３６条 ホームルーム役員はホームルームでの直接選挙によって選出し、校長が任命する。

第３７条 ホームルームに次に経営部をおく。

①生活部 ②厚生部 ③報道部 ④学習部 ⑤美化部

第 5節 経営委員会

第３８条 委員会は各学級の経営部長で構成する。

第３９条 経営委員会に次の専門機関を置く。
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①生活委員会 ②厚生委員会 ③報道委員会

④学習委員会 ⑤美化委員会

第４０条 各経営委員会は委員の中から委員長、副委員長、書記、合計を選出する。

第４１条 委員会は委員長が必要と認めた場合及び生徒会長の要請があるときに開くものとする。

第４２条 経営委員会は生徒会行事及び H・Rの活動の推進をはかる。
第４３条 生活委員会は生徒心得の周知徹底をはかり、各 H・Rの生活部の活動を推進させる。
第４４条 厚生委員会は校内における体育活動をさかんにし健全な心と体の育成に努める。

第４５条 報道委員会は校内における諸活動を促進し、言論、報道の自由にそって広報活動を通し

て民主的な思考力を養成するのを目的とする。

第４６条 学習委員会は各 H・Rの学習活動意識を高め促進する。
第４ 7条 美化委員合は本校内の緑化、環境整備に努め各 H・Rの美化部の活動を促進する。
第４８条 各経営委員長は必要に応じて委員会を召集し、企画運営に努める。

第 6節 学 年 会

第４９条 学年会は各 H・Rの会長、副会長で構成する。
第５０条 学年会は同学年に関する諸問題又は生徒会長より要請された問題、その他必要と思われ

る問題を協議する。

第５１条 学年会に次の役員を置く。

①会長（1名） ②副会長（1名） ③書記（2名）
④その他学年会が必要と認めたもの

第５２条 学年会役員の任期は一学期とする。但し、再選をさまたげない。

第５３条 学年会には同学年担当教師が顧問を担当する。 必要に応じて指導助言を行う。

第 7節 応 援 団

第５４条 応援団は必要に応じて組織し、各種行事の本校派遣選手の応援を行い、併せてせて団員

相互の親睦をはかり、本会の向上発展を期することを目的とする。

第５５条 応援団は本会の全会員をもって組織する。

第５６条 応援団には団長 1人、副団長 2人、リーダー 若干名を置く。

第５７条 団長は生徒会長が努め、副団長はリーダーの中から選び、リーダーは中央委員会にその

選出方法をゆだね、校長の承認を受けるものとする。

第５８条 団長は不適当なリーダーがいると思われる時は、中央委員会の議決を経て、校長の承認

を受けて罷免することができる。

第５９条 リーダーの任期は生徒会長の任期に準ずる。

第６０条 応援団に必要な活動は全て学校長の許可を得て行う。

第 8節 選挙管理委員会

第６１条 選挙管理委員会は各 H・R より選出された役員をもって構成し、本会の正副会長の選挙
に関する一切を行う。

第６２条 選挙管理委員会に委員長（1名）、副委員長（1名）、書記（1名）を置く。
第６３条 本委員会は次のことを行う。

（1） 選挙に関する公示と諸事務

（2） 選挙人名簿の作成

（3） 候補者の受付発表

（4） 投票及び開票の管理

（5） 選挙立会人の承認

（6） 選挙運動の方法を定め、これを監視し違反があった場合処置する。
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（7） 当選人の承認

（8） その他選挙に必要な事項

第６４条 委員の任期は 1年とする。
第６５条 本委員は被選挙権を有しない。又、選挙運動をしてはならない。もし委員が正副会長に

立候補する場合は委員をやめなければならない。

第６６条 本委員会は選挙管理委員長が召集し、委員の過半数をもって成立し、多数決によって議

決し、賛否同数の場合は委員長の決するところによる。

第６７条 委員会に必要な費用は生徒会費よりあてる。

第６８条 選挙に関する規程は別にこれを定める。

第 9節 部及び同好会

第６９条 部及び同好会は自主的精神に基づく活動を通じて会員相互の理解を深めつつ各自の個性

の伸長、及び心身の陶冶をはかることを目的とする。

第７０条 全会員は各自の希望する部に加入することができる。

第７１条 部は最低５名以上の部員をもって構成し、それ以下は同好会として活動することができ

る。

第７２条 部の廃設は中央委員会で検討し、職員合議を経て校長の承認を受けて行う。

第７３条 部は次の場合廃止、もしくは同好会に降格とする。

（1） 部は規定人数を満たしていない、または一定期間活動が継続できなかったとき同好会に

降格とする。

（2） 定期的な活動が一定期間継続してできなかったとき同好会に降格とする。

（3） 定期的活動が１年停止した同好会は廃止とする。

（4） 重大な問題をおこしたとき

(5) 部が廃止を要求したとき

(6) 校長が廃止を命じたとき

第７４条 各部は部員より正副部長及び会計を選出し、その運営にあたる。任期は 1年とし、再選
を妨げない。

第７５条 部は同好会が、5 名以上の定期的活動が 4 月の時点で 1 年以上継続し、1 名以上の顧問
がある場合、中央委員会及び校長の承認を受けて昇格できる。

同好会の発足には活動を希望する生徒と顧問があり、中央委員会及び校長の承認を受け

て発足できる。

第７６条 同好会の部への昇格は 4月の部結成後に行う。
第７７条 同好会の役員は会長 1名、会計 1名とする。但し、兼任はできない。
第７８条 部及び同好会の活動費は、生徒会予算よりの補助及びその他をもってあてる。

第７９条 同好会の活動については部と同じとする。

第８章 不 信 任

第８０条 会員は、本会の役員に不信任案を全会員の 3分の 1以上の連署をもって提起できる。不
信任案の提起は生徒会長に行い生徒会長は不信任案の提起を受けた場合直ちに生徒総会

に問わなければならない。

第８１条 本会の役員の不信任案は次の場合に認められる。

（1） 生徒総会の 3分の 2以上の多数で不信任が可決されたとき
（2） 校長が不信任を命じたとき
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第９章 会 計

第８２条 本会の経費は会員の会費及びその他の収入をもってあてる。

第８３条 本会の会費は会員一人あたり、2000円を 4月に徴収する。
第８４条 本会の現金保留及び管理は、職員及び生徒会顧問に委嘱する。

第８５条 必要に応じて年１回の補正予算を組むことができる。補正予算は中央委員会で審議し決

定する。

第８６条 本会の会計年度は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

第８７条 会計は年度末に決算報告をし、総会の承認を得なければならない。

第１０章 改 正

第８８条 本会会則の改正は中央委員会の議決により総会の出席人数の３分の２以上の承認を必要

とする。

第１１章 附 則

第９０条 本会会則は１９８４年１月１日より施行する。

この会則は令和３年３月１７日に改正する。（※会費徴収時期、部・同好会の発足廃止

について）

２、沖縄県立具志川高等学校生徒会正副会長選挙規則

第 1章 総 則

第 １ 条 この規則は、正副会長の選挙に関することを明確にし、公明かつ適正に行われ、生徒会

の運営が活発で健全な発展を期することを目的とする。

第 ２ 条 選挙に関する事務の管理及び監督は選挙管理委員会（以下選管委という）が、これを行

う。

第２章 選挙権及び被選挙権

第 ３ 条 本校生徒は、全員選挙権を有する。

第 ４ 条 ３年以外の本校生徒は被選挙権を有する。

第３章 選 挙

第 ５ 条 選挙は５月に行い、日時は選管委が決定する。

第 ６ 条 選挙は、無記名による単記投票とする。

第 ７ 条 １人１票制で、選挙人名簿と照合の上投票する。

第 ８ 条 やむを得ない事情の者は、不在投票を認める。

第 ９ 条 投票立会人は、選管委及び立候補者推薦人となり、人数は選管委が定める。

第１０条 開票の際の立会人は、選管委及び立候補者推薦人とし、人数は選管委が定める。

第１１条 投票の効力は、立会人の意見を開き１２条に反しない限り、選挙人の意志が明白であれ

ば有効、又同一氏名の候補者が 2人以上の時は、氏名、氏又は名のみ記入した表は無効
として選管按分とする。

第１２条 次の各号に該当する投票は無効とする。
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（1） 正規の用紙以外

（2） 候補者名を記載してない。

（3） １票中に２名以上の候補者名を記載したもの。

（4） 候補者の氏名以外の他事を記載したもの。但し、所属部名、学年名、組、性、住所、敬

称、愛称の類はこの限りではない。

（5） 候補者の何人を記載したかを確認しがたいもの。

第１３条 届出期間は公示から原則的に２週間とする。立候補者は届出期間内に責任者２名をもっ

て規定の用紙に連署し届出をしなければならない。

第１４条 選挙運動は届出と同時に行い登校時から午後５時３０分までを原則とし、投票日までと

する。但し、授業にさしつかえあってはならない。

第１５条 ポスターは選管委規定のものと、又は学校当局の許可のあるポスターを使用する。選管

委の印のないもの、学校当局の検印のないものは、選管委の権限によって没収すること

ができる。ポスター、チラシ、マイク、その他選挙運動に関する器材及げ枚数は選管委

が定める。

第１６条 届出期間内に立候補者がでない場合には、選管委と中央委員会でその対策を講ずること

ができる。

第４章 当 選 人

第１７条 最高投票者を当選人とし、当選者を決定する。得票数が同じである時は、選管委立合の

もとで当時者の話し合いにより決定する。それでも決定しない時はくじで決定する。

第１８条 候補者が一人の場合は、信任投票を行う。

第１９条 副会長の立候補がいないときは、会長の任命により中央委員会の承認をえる。

附 則

この規則は１９８４年１月１日より施行する。

学 校 長

生徒会組織図

職 員 室

生 徒 総 会

中 央 委 員 会 執 行 委 員 会

学 年 会

選 会 応 経 営 委 員 会 各

Ｈ Ｒ 挙 計 部

管 監 ・

理 査 援 美 保 学 報 生 同

保 美 学 報 生 委 委 化 健 習 道 活 好

健 員 員 委 委 委 委 委 会

体 化 習 道 活 会 会 団 員 員 員 員 員
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育 会 会 会 会 会

部 部 部 部 部

３、沖縄県立具志川高等学校育友会（ＰＴＡ）会則

（名称及び事務所）

第 １ 条 本会は、沖縄県立具志川高等学校育友会（ＰＴＡ）と称し、事務所を具志川高

等学校内に置く。

（目 的）

第 ２ 条 本会は家庭と学校の協力によって、学校の教育活動を助成し、生徒の健全な育

成を図るとともに、会員相互の親睦を深め、会員みずからの資質向上に努める

ことを目的とする。

（会 員）

第 ３ 条 本会の会員は、次の各号に掲げる者とする。

１, 具志川高等学校に在籍する生徒の保護者及び学校職員。
２, 本会の目的に賛同し、評議員会で承認された者。

（事 業）

第 ４ 条 本会は、本会の目的達成のために次の事業を行う。

１，生徒の学習活動、特別活動を助成振興するための事業。

２，家庭、学校及び地域社会との連携を図る。

３，会員の研修活動を奨励するための事業。

４，会員の親睦と福利厚生を図る事業。

５，表彰に関すること。（規定は別に定める）

６，その他本会の目的達成に必要と認められる事業。

（機 関）

第 ５ 条 本会に、次の機関を置く。

１ 総 会 ２ 評議員会 ３ 三役会及び拡大役員会 ４ 部 会

５ 学年会 ６ 監査員会

（総 会）

第 ６ 条 総会は、定期総会及び臨時総会とする。

１，定期総会は、毎年度始めに開き、会務報告及び事業報告、決算の承認、事業計

画及びその他必要な事項を審議する。

２，臨時総会は、会長が必要と認めた時に開くものとする。

（評議員会）

第 ７ 条 評議員会は、次の事項を審議する。緊急の場合は代行することができるが、重

要案件については、次期総会において報告する。

１，総会に提出する事業計画、予算案、その他の案件。

２，部会及び学年会から具申された事項。

３，予算の補正に関すること。

４，監査員の選出に関すること。
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（三役会及び拡大役員会）

第 ８ 条 三役会及び拡大役員会の機能及び召集については、次の通りとする。

１，三役会は、正副会長、顧問、事務局長、幹事、書記会計で構成する。

２，拡大役員会は、正副会長、顧問、事務局長、正副部長、学年正副部長、幹事、

書記会計で構成する。

３，三役会及び拡大役員会は、評議員会へ提案する議案を審議する。

（部 会）

第 ９ 条 本会は、次の部を設け、部会を通してそれぞれの事業を行う。

１，総 務 部 企画、庶務、予算、決算、会員の福利厚生に関すること。

文化、広報、新聞発行等。

地域や家庭、学校での保護者の役割に関すること。

２，体 育 部 体育、レクレーション、校内美化企画等。

３，生活指導（支援）部 生徒の校内外生活指導に関すること。

４，進路指導部 生徒の進学、就職、進路指導に関すること。

（学年会）

第 １０ 条 学年会は、必要に応じて開くものとし、当該学年の行事を企画運営する。

（監査員会）

第 １１ 条 監査員会は、毎年度必要に応じて、監査する。

（召 集）

第 １２ 条 各機関の召集は、次の通りとする。

１，総会は年度始めに会長が召集する。

２，評議員会、三役会及び拡大役員会は、会長が必要と認めた時に召集することが

できる。

（役 員）

第 １３ 条 本会に次の役員を置く。

（１）会 長 １名（保護者）

（２）副会長 ３名（保護者）

（３）顧 問 １名（校 長）

（４）事務局長 １名（教 頭）

（５）評議員 HR代表、地域代表及び学校職員のそれぞれ若干名
（６）監査員 ３名（保護者２名及び学校職員１名）

（７）部長 各１名（保護者）

（８）副部長 各２名（保護者１名及び学校職員１名）

（９）学年部長 各１名（保護者）

（10）学年副部長 各２名（保護者１名、学校職員１名）

（11）幹事 若干名（事務長、渉外係他学校職員）

（12）書記会計 ２名

（役員の任務）

第 １４ 条 役員の任務は次の通りとする。

１，会長は、本会を代表し、本会の会務を統括する。

２，副会長は、会長を補佐し、会長不在の時はその任務を代行する。
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３，顧問は、会長の相談に応じる。

４，事務局長は、本会の庶務経理を統括する。

５，評議員は、会長の諮問に応じ、会務運営の緒案件を審議する。

６，監査員は、本会の会計監査を行う。

７，部長は、それぞれの部の事業の企画運営にあたる。

８，副部長は、部長を補佐し、部長事故ある時はその職務を代行する。

９，幹事は、会長の命により、会務の運営にあたる。

１０，書記会計は、本会の一般事務を処理し、会計事務を処理する。

（役員の選出）

第 １５ 条 役員の選出は次の通りとする。

１，年度始めに、各学級ごとに若干名の評議員を選出する。

２，学校職員の役員は、各部及び各学年の代表をもってあてる。

３，正副会長、監査員、幹事、書記会計は、評議員で選出し、総会の承認を得る。

４，各部の部長は、各部で互選し、会長が委嘱する。

５，学年部長は学級委員で互選し、会長が委嘱する。

（役員の任期）

第 １６ 条 役員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。

１，役員に欠員が生じた時は随時補充し、その任期は前任者の残任期間とする。

２，役員は任期満了後も、後任者の就任までその任務にあたる。

（役員手当及び事務局職員手当等）

第１７条 本会の役員に、予算の範囲内において別表１の通り諸手当を支給することができ

る。

２，本会の事務局職員に、予算の範囲内において別表２の通り諸手当を支給する

ことができる。

（議 決）

第 １８ 条 すべての会議において、成立及び議決は次の通りとする。

１, 構成人員の過半数をもって成立する。但し、会長が必要と認めた場合はその
限りでない

２, 議決を要する時は、出席者の過半数の賛成による。
（旅 費）

第 １９ 条 旅費の支給については、県条例に準ずる。

（経 費）

第 ２０ 条 本会の経費は、会費、寄付金、その他の収入をもってこれにあてる。

（会 費）

第 ２１条 本会の会費は、次の通りとする。

１，会員１人当たり年間８，４００円とする。

２，特別の事情があると会長が認めた時は、会費を減免することができる。

（帳 簿）

第 ２２条 本会は次の帳簿を備える。

１，会 則 ２，役員名簿 会員名簿 ３，議事簿 ４，備品台帳

５，現金出納帳 ６，支出内訳書
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（会計年度）

第 ２３ 条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、３月３１日に終わる。

附 則

１，本会は昭和５８年４月１日から実施する。

２，平成元年５月２０日改正

３，平成７年５月２０日改正

４，平成８年５月１８日改正

５，平成１０年５月１６日改正

６，平成１２年５月６日改正

７，平成１３年５月１９日改正

８, 平成１６年５月１４日改正
９, 平成１９年５月２０日改正

１０, 平成２０年６月 ４日改正

１１，平成２８年５月１１日改正

１２，平成２９年５月１４日改正

１３、令和４年５月２１日改正

４、沖縄県立具志川高等学校育友会表彰規程
（目 的）

第 １ 条 この規程は育友会の運営及び事業遂行のために貢献した人を表彰する場合の必要な事項

を定めるものとする。

（基 準）

第 ２ 条 表彰の基準は下記のとおりとする。

（１）育友会役員として２年以上つとめ、その功績が顕著と認められる者。

（２）育友会評議員として３年以上つとめ、その功績が顕著と認められる者。

（３）本校育友会会員、又は会員以外のもので、本校の教育及び育友会に対し多大の貢献をし

た者、又は団体。

（表彰の時期）

第 ３ 条 表彰は原則として育友会総会において行う。ただし、特に必要があると認める時は随時

に行うことができる。

（推薦及び選考）

第 ４ 条 被表彰者（受賞者）は、学校長又は育友会役員を通して推薦し総務部会で選考する。

（決 定）

第 ５ 条 選考された者は育友会評議員会に諮って決定する。

（改 廃）

第 ６ 条 この規程は育友会評議員会において改廃することができる。
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５、沖縄県立具志川高等学校同窓会会則

（名 称）

第 １ 条 本会は沖縄県立具志川高等学校同窓会と称する。

（事務局）

第 ２ 条 本会の事務所は、具志川高等学校内におく。

（会員の資格）

第 ３ 条 本会は、具志川高等学校の卒業生でもって組織する。ただし、新旧職員は、特別会員と

して参与することができる。

（目 的）

第 ４ 条 本会は、会員相互の連携を図り、母校発展のために側面的に協力し、並びに後輩の激励

を目的とする。

（事 業）

第 ５ 条 本会はその目的を達成するため次の事業を行う。

1. 会員相互の親睦を深めるために必要な事業を行う。
2. 学校の教育施設充実、教育活動への後援。
3. 学校の各種行事、事業への積極的参加援助。

（組 織）

第 ６ 条 本会に総会、代議員会をおく。

（役 員）

第 ７ 条 本会に下記の役員を置く。

会長１名、副会長２名（男・女各１名）、書記１名、会計１名、代議員（若干名）、

監査員２名。

（役員の選出）

第 ８ 条 本会の役員の選出は次の通りとする。

1. 会長は代議員会で、選出し、総会の承認を得る。
2. 副会長、会計、書記は会長が委嘱し、代議員会の承認を得る。
3. 監査委員は代議員会で選出する。

（代議員の構成）

第 ９ 条 代議委員の構成は次の通りとする。

1. 卒業期代表各２名（ただし、１～５期間はクラス代表１名）
2. 小学校区代表（若干名）
3. 母校在職者（５名以内）

（役員の任務）

第１０条 役員の任務は次の通りとする。

1. 会長は本会を代表し、会務を統括する。
副会長は会長を補佐し、会長不在のときは代行する。

2. 会長、副会長、書記、会計と母校在職の代議員は、執行委員として次の事項を執行す

る。

（ｲ）本会の諸会合を斡旋する。

（ﾛ）母校及び本会の状況を会員並びに代議員に報告する。

（ﾊ）会員名簿、議事記録及びその他の帳簿を作成し保管すること。
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（ﾆ）会誌の編集、及び領布に関すること。

（ﾎ）その他本会の目的を達成するに必要な事項を処理する。

（役員の任期）

第１１条 本会の役員の任期は３年とし、再任を妨げない。

（総 会）

第１２条 総会は３年に１回を原則とし、会長はこれを召集し、次の事項を審議し決議する。

1. 役員の承認、規約改正、予算、決算、事業計画等の承認
2. その他必要な事項

（代議員会）

第１３条 代議員会は必要に応じ会長が召集し、本会の目的達成に必要な事項を審議し決議する。

1. 役員、規約改正の審議決定
2. 事業計画及び予算、決算の審議決定。
3. その他必要な事項の審議決定。

（会 計）

第１４条 本会は入会金（１人１０００円）と寄付金をもって運営する。

（入会金納入）

第１５条 入会金は卒業年度の２月末日までに納入する。

第１６条 会員は、その氏名、住所、職業、に変動を生じたときは、その旨事務局（母校）に通知

するものとする。

（改 正）

第１７条 本会は会員１０名以上の賛同を得て、代議員会の決議をへて改正することができる。

第１８条 本会則は昭和６１年２月２８日より施行する。

６、県立具志川高等学校創立２０周年記念事業期成会会則

第１章 総 則

第１条 本会は「沖縄県立具志川高等学校創立 20 周年記念事業期成会」と称し、事務局を具志
川高等学校内に置く。

第２条 本会は沖縄県立具志川高等学校創立 20周年記念事業を達成する事を目的とする。
第３条 本会は、県立具志川高等学校育友会・同同窓会及び本会の趣旨に賛同するものをもっ

て組織する。

第４条 本会は、その目的を達成するために次の事業を行う。

１．記念事業（教育環境の整備）に関すること。

２．記念事業に関する募金。

３．その他本会の目的を達成するために必要な事業。

第２章 役 職 員

第５条 本会は次の役職員を置く。

会長１名、

副会長３名、

相談役若干名、
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顧問１名、

理事 20名程度、
監査役３名、

事務局長１名、

幹事１名、

会計１名、

第６条 役職員の選出は次の通りとする。

１．会長、副会長は、県立具志川高等学校育友会の会長、副会長があたる。

２．顧問は会長が本校校長に委嘱する。

３．理事は育友会評議委員、同窓会、本校職員をもってあてる。

４．相談役は理事会に諮り会長が推薦する。

５．監査役、事務局長、幹事、会計は会長が委嘱する。

第３章 会 議

第７条 本会に、その目的を達成するため次の会議を置く。

１ 理事会、 ２ 総務委員会、 ３ 事業委員会、 ４ 財務委員会、 ５ 式典誌委員会

第８条 理事会は、本会の企画運営、重要会務について審議決定すると共に募金業務など本会の

事業の推進をはかる。

第９条 総務委員会、事業委員会、財務委員会、式典誌委員会には正副委員長を置き、任務は次

の通りとする。

総務委員会 ：記念事業、式典、祝賀会に関すること、および各委員会との連絡調整。

事業委員会 ：記念事業の推進に関すること。

財務委員会 ：本会の事業の資金の調達並びに予算決算に関すること。

式典誌委員会：式典誌編集・印刷に関すること。

第４章 任 務

第 10 条 役職員の任務は次の通りとする。

１．会長は本会を代表し、会務を総括し、また理事会の議長となる。

２．副会長は会長を補佐し、会長に事故がある時はその職務を代行する。

３．顧問及び相談役は本会の事業に関し、諮問に応じる。

４．監査役は本会の会計及び他の業務を監査する。

５．事務局長（教頭）、幹事、会計は会長の命を受け、本会の事務を処理する。

第５章 資 金

第 11条 本会の資金は次の通りとする。

１．分担金（積立金）・寄付金をもってあてる。

２．役員には手当を支給する事ができる。

第６章 諸 帳 簿

第 12条 本会に次の帳簿を備えるものとする。

１ 会則、 ２ 役員名簿、 ３ 会議録、 ４ 会計簿、 ５ 寄付者名簿、

６ 会務日誌、 ７ 記録資料綴、 ８ その他

第 13条 本会は記念事業終了後解散する。

附 則

本会則は平成１１年１２月９日から施行する。
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７．具志川高等学校職員互助会「まーぶ会」会則

（名 称）

第１条 本会は、「具志川高等学校職員互助会まーぶ会（略称「まーぶ会」）」と称する。

（目 的）

第２条 本会は、会員相互の親睦と互助を図ることを目的とする。

（事 業）

第３条 前条の目的を達成するために、下記の事項を行う。

１． 会員相互の親睦に関すること（毎学期一回以上）

２． 会員並びにその関係者に慶弔及び病気見舞いを表すること。

（１） 結婚のとき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０，０００円

（２） 出産のとき・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５，０００円

（３） その他の慶事は、その都度本会で協議して決める。

（４） 本会員の死亡・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０，０００円

（５） 会員配偶者及び１親等の者の死亡・・・・・・・・・ ２，０００円

（６） 会員の一年以上の病気休職（無給時）・・・・・・ １０，０００円

（７） 会員の一週間以上の入院・・・・・・・・・・・・・・・・ ５，０００円

（８） 災害・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０．０００円

３． 職域大会参加等への補助

（役 員）

第４条 本会に次の役員をおき、会長以外の役員の任期は一学期間とする。

１． 会長 １名 （教頭がこれに当たる）

２． 幹事若干名 幹事は各教科輪番制にする。

輪番の順序は、国語、社会、数学、理科、体育、事務・家庭・芸術・情報、英語とする。

３． 幹事長は幹事のなかから互選し、任期終了時に会計報告をする。

４． 会費徴収については、学校会計がこれを兼務する。

（組織・会費・運営）

第５条 本会は、具志川高等学校職員をもって組織する

１． 本会会員は会費として、月額１，５００円を毎月の給料から徴収する。（ボーナス月６・１２月は

更に各２，０００円徴収）但し、会員の同意を得て臨時に徴収することができる。

２． 本会委員が復職もしくは休職等する場合、臨時的任用の会員とで会費の支払いが重なる場合

は、本会員が会費を支払うこととする。

３． 本会の運営は会費及び有志より正当な寄付その他でもってまかなう。

附則

この会則は昭和５８年４月１０日より施行する。

平成５年４月１０日一部改正する。

平成２０年４月１日一部改正する。

平成２１年４月１日一部改正する。

平成２９年４月１日一部改正する。
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８、沖縄県立具志川高等学校学校評議員運営規程

（目的）
第１条 この規程は、沖縄県立学校学校評議員設置要綱に則り、県立具志川高等学校（以下「本

校」という）の学校評議員を効果的に活用するために、必要な事項を定めることを目
的とする。

（役割）
第２条 本校の学校評議員は、校長の求めに応じ、学校運営に関する事項について忌憚のない

建設的な意見を述べるものとする。

（委嘱等）
第３条 本校の学校評議員の数は、５人以内とする。

２ 本校の学校評議員は、
（１）本校同窓会代表
（２）本校歴代校長又は歴代ＰＴＡ育友会会長
（３）市内４中学校区代表
（４）本市文化人
（５）本市産業（商・工・農・水産）関係者

より各１名推薦し、沖縄県教育委員会の委嘱を受けるものとする。

（任期）
第４条 本校の学校評議員の任期は、委嘱の日から、その年度末までとする。ただし、本校は、

特別の事情があるときは、任期満了前に当該学校評議員の委嘱を県教育委員会に申請
し解くことができる。

２ 学校評議員に欠員が生じた場合は、補充することができる。ただし、その任期は、前
任者の残任期間とする。

３ 学校評議委員は、３年を限度として再任されることができる。

（秘密の保持）
第５条 学校評議員は、その役割を遂行するうえで知り得た秘密を漏らしてはならない。学校

評議員を退いた後も同様とする。

（会議）
第６条 校長は、必要に応じて、学校評議員の会議を招集し、これを主宰する。

２ 会議に参加する本校のメンバーは校長、教頭、事務長、ＰＴＡ育友会長及び教務・進
路・生徒指導主任・その他関係職員とする。

３ 会議は原則として公開とし、その他の職員及び保護者並びに地域の人々が聴講できる
ものとする。

４ 会議に参加する者は学校評議委員制度や会議の役割や目的を侵してはならない。

(事務局)
第７条 学校評議員の運営に関する事務局を校内に置く。

（報償等）
第８条 学校評議員に対する報償費等は、予算の範囲内に置いて県の報償費等支給規程に準ず

る。
（その他）
第９条 この規程に定めるもののほか、学校 評議員に関する必要事項は、沖縄県立学校学校

評議員要綱によるものとする。

附則
この規程は、平成 13年４月１日から施行する。

学校評議委員制度の導入の趣旨と期待される効果について

１ 学校評議員制度は、より一層地域に開かれた学校づくりを進める観点から設けられたもの
でものである。
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２ 学校評議員制度は、各学校が、学校運営に関し、保護者や地域住民の意向を反映し、その
協力を得るとともに、学校としての説明責任を果たしていくことができるようにするもの
である。

３ 学校運営は校長の権限と責任のもとに行われ、学校評議員は校長の求めに応じて学校運営
に関して意見を述べることができる

４ 学校評議員を置くことにより、各学校が、創意工夫ある教育活動を主体的かつ積極的に展
開するとともに、家庭や地域と一体となって、地域全体で子どもの成長を支える環境づく
りに取り組むことが期待される。

９、沖縄県立具志川高等学校人権委員会規約

（名称）
第１条 本会は県立具志川高等学校人権委員会と称し、事務局は県立具志川高等学校に置く。

(目的)
第２条 本会は「人権とは、社会を構成するすべての人々が、個人としての生存と自由を確保

し、社会に於いて幸福な生活を営むために欠かすことのできない権利をいい，それは
人間固有の尊厳に由来するものである。」ことを確認し、学校における諸活動の中で、
生徒・職員の人権が侵犯されることがないよう努めるとともに、学校において人権保
護と人権尊重の意識の高揚を図ることを目的とする。

(事業)
第３条 本会は前条の目的を達成するために次のことを行う。
１ 学校の教育活動において人権教育の推進に努める。
２ 毎月１回の人権委員会を開催し、学校内における人権保護の点検・確認と生徒・職員

の人権意識の高揚に努める。
(構成)
第４条 本会の組織構成は次の通りとし、必要に応じて加えることができる。
１ 学校職員 校長、 教頭、 教育相談係、 養護教諭、 職員代表(男女)
２ 保護者 育友会会長、 副会長

(役員)
第５条 本会に次の役員を置く。
１ 委員長 １名
２ 副委員長 ２名
３ 幹事 １名

（役員の選任）
第６条 役員の選出および任期は次の通りとする。
１ 委員長は校長をもってあてる。
２ 副委員長は育友会長・教頭をもってあてる。
３ 幹事は委員の中から互選する。
４ 委員の任期は１年とし委員長が委嘱する。

（役員の職務）
第７条 役員の任務
１ 委員長は会務を統括する。
２ 副委員長は委員長を補佐する。
３ 幹事は会議の運営、及び会務の処理にあたる。

（運営）
第８条
１ 委員会は月１回とする。必要な場合は会長が招集し、臨時に開催できる。
２ 会の企画・運営は幹事が中心になり、委員会を円滑に進行させる。
３ 協議・検討されたことは速やかに生徒・職員に周知され実行されるように務める。
４ 委員会は議事簿を備え、審議された事項はそれに記録する。

本会則は平成１２年より施行する。
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１０、 家庭教育支援会議設置要項

（名称）
第１条 この組織は、具志川高等学校育友会家庭支援会議（以下「支援会議」という。）と称

し、事務局を校内におく。

（支援会議の目的）
第２条 支援会議は、本校育友会を中心として、地域における連帯感を取り戻し、お互いが手

を携えて生徒の健全育成を図ることを目的とする。

（支援会議の構成）
第３条 支援会議の構成員（以下「委員」という。）は、次の通りとする。
（１） 校 長
（２） 教 頭
（３） 生徒指導主任
（４） 育友会会長
（５） 育友会副会長
（６） 育友会生徒指導部
（７） 育友会学年代表
（８） 民生委員
（９） 喜仲自治会長
（10） 志林川自治会長
（11） うるま署生活安全課長
(12) 部活父母代表（若干名）
（13） 地域代表（若干名）

（任期）
第４条 委員の任期は、毎年５月１日から翌年４月３０日までとする。

（役員）
第５条 支援会議に次の役員を置く。
（１） 相談役 （１人）
（２） 議長 （１人）
（３） 副議長 （１人）
（４） 書記・会計（１人）

第６条 役員の選出は、次のとおり行う。
議長・副議長・書記・会計は、３条（４）～（７）により互選し、相談役は支援会議
の構成員の推薦に基づき審議し決定する。

第７条 役員の任務は、次のとおりとする。
１，議長は、会を代表し会務を総括する。
２，副議長は、議長を補佐し、議長が不在の時は議長を代行する。
３，書記・会計は、議長の指示により支援会議の事務を処理する。

（支援会議）
第８条 支援会議は、必要に応じて議長がこれを召集し、次の事項について決定する。
（１）支援対象、支援の内容・方法

１， 支援の内容により編成する、支援チームの担当者
２，支援会議は、校長を通じて会議に必要な情報の提供や学校職員及び関係者の会議

への出席を求めることができる。
３、支援会議は、支援チームの支援結果の報告を受け、その結果を分析・評価して新

たな支援の方法等を決定する。

（支援チーム）
第９条 支援チームは、支援会議の決定により支援の内容に応じて随時編成される。

支援チームは、育友会の生徒指導委員会や学校の生徒指導部との連携の下に、必要に
応じて外部の専門機関の協力を得て、次のような支援活動を行う。

（１） 家庭教育や子育て等で困っている保護者への積極的な声掛けと相談への対応及
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び支援
（２） 課題を抱えて困っている生徒に対する声掛けと相談などの地域活動

（守秘義務）
第 10 条 委員は、プライバシーの保護に努め、支援会議の取り組みで得た個人情報に対して

守秘義務を負う。
（報告と指導）
第 11 条 議長は、支援会議の活動について、校長を通じて教育委員会に定期的に報告を行う

ものとする。

附 則
この要項は、平成１３年１月から施行する。


